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1

評価レベル 項目数

5 取組をすべて実施し、実施項目の目的を達成した（81～100％）

4 取組のすべてを実施した（61～80％）

3 取組のうち主要部分を終えた（41～60％）

2 市の取組方針等を策定した（21～40％）

1 協議・検討中（1～20％）

№ H23実施担当課 ページ

(1) 行政評価の実施 1 2222 企画財政課 3

2 5555 企画財政課 4

3 5555 地域振興課 4

4 3333 生涯学習課 5

5 3333 地域振興課 5

(1)
市民と行政の役割分担
の明確化

6 5555 企画財政課 6

7 3333 企画財政課 7

8 5555 地域振興課 7

9 4444 監査委員事務局 8

10 5555 総務課 8

11 3333 総務課 9

12 4444 地域振興課 9

13 5555 総務課 10

14 4444 地域振興課 10

15 3333 企画財政課 11

16 4444 総務課 11

(2) 資産・債務管理の徹底 17 3333 管財課 12

18 3333 収納課 13

19 3333 企画財政課 13

(4) 財政情報の公表 20 3333 企画財政課 14

10

8

22

5

0

H23計画期間内の
達成状況評価実施項目

公会計の活用

行政評価システムの確立

まちづくり出前講座の充実

パブリックコメント制度の拡充

ワークショップの活用

市税等の収納率の向上、納税窓口の拡大

有料広告等の募集

自主防災組織の設立・支援

市民アンケートの実施

(仮称)まちづくり基本条例の制定

定員適正化計画に基づく人件費の削減

遊休土地(未利用地)の売却、貸し付け

業務改善運動の推進

監査体制の充実・強化

審議会等の会議の公開及び委員の公募の推進

(2)

広報紙、ホームページの掲載内容の充実

2222

市民活力、地域活力の
醸成

説明責任の徹底

市民ニーズの把握

(3)

3333 健全財政健全財政健全財政健全財政のののの確保確保確保確保

(1) 徹底した歳出の節減

(3)

(3) 透明性の向上

ＮＰＯなどへの支援

市長とのふれあい懇談会の実施

自治会への支援

市民の参画・協働の機
会の確保

まちづくり協議会への支援

自主財源の確保

大項目 中項目

1111
成果成果成果成果をををを重視重視重視重視したしたしたした自治体経営自治体経営自治体経営自治体経営のののの推進推進推進推進
（（（（あれもこれもからあれもこれもからあれもこれもからあれもこれもから、、、、あれかこれかへあれかこれかへあれかこれかへあれかこれかへ））））

パートナーシップをパートナーシップをパートナーシップをパートナーシップを活活活活かしたまちづくりかしたまちづくりかしたまちづくりかしたまちづくり

(4)

(2)

((((1111))))【【【【前期実施計画前期実施計画前期実施計画前期実施計画のののの体系体系体系体系】】】】



№ H23実施担当課 ページ
H23計画期間内の
達成状況評価実施項目大項目 中項目

21 3333 市民課 15

22 3333 総務課 15

23 5555 総務課 16

24 3333 企画財政課 17

25 4444 管財課 17

26 5555 管財課 18

27 3333 企画財政課 19

28 3333 企画財政課 19

29 5555 子育て支援課 20

30 4444 学校教育課 20

(4) 民間活力の導入 31 3333 企画財政課 21

(5) 受益者負担の見直し 32 2222 企画財政課 21

33 3333 事業課 22

34 2222 下水道課 22

35 4444 都市計画課 23

36 2222
生活環境課・商工振興課・

ｽﾎﾟｰﾂ振興課 24

37 3333 総務課 25

38 2222 総務課 25

(2) 庁内分権の推進 39 3333 総務課・企画財政課 26

40 3333 企画財政課 27

41 3333 企画財政課 27

42 3333 総務課 28

43 3333 総務課 28

44 5555 総務課 29

(5) 職員の意識改革 45 4444 総務課 29

(3)

(6)

電子申請システムの導入

一般競争入札の活用と電子入札の導入

電子決裁化の推進
(1)
組織のスリム化、効率
化の推進

公の施設の管理形態の見直し(指定管理者制
度の活用)

第三セクター

統合型地理情報システム(GIS)の導入

4444 行政行政行政行政サービスのありサービスのありサービスのありサービスのあり方方方方のののの抜本的抜本的抜本的抜本的なななな見直見直見直見直しししし

(2)
事務・事業の整理、統

合

補助金交付の適正化の推進

幼・保一元化と幼稚園・保育園の適正配置、
民営化等の検討

定員、給与の適正化(4)

地方公営企業等の経営
健全化

(1)
市民の視点でのサービ
ス向上

公の施設のあり方の見
直し

小・中学校の学区の見直し、適正配置(再編)
の検討

民間委託の推進、及びＰＦＩ方式活用の検討

使用料・手数料などの見直し

下水道事業

公の施設の統廃合の検討

定員、給与の公表

人材育成基本方針の推進

権限移譲による組織内の分権化

プロジェクトチームの有効活用

組織目標の設定による業務管理の徹底

地方公社

課、係の統合による業務の効率化の推進

(3) 縦割り行政の見直し

時間外勤務手当の削減

人事評価制度の導入と処遇への反映

水道事業

5555 市役所市役所市役所市役所のののの体質体質体質体質のののの強化強化強化強化・・・・改善改善改善改善

住民票等の請求受付、引渡し業務の拡大

工事の品質確保

2



3

担当課

20年度 21年度 22年度 23年度
・事務事業・施策
　評価の実施
・評価結果一覧表
　の公表

・事務事業・施策
　評価の実施
・評価結果の公表

・事務事業・施策
　評価の実施
・評価結果の公表

・事務事業・施策評価
の実施
・評価結果の公表
・第三者評価の検討

1

行政評価行政評価行政評価行政評価システムのシステムのシステムのシステムの確立確立確立確立
燕市の行政評価システムを確立し、定着
を図ります。

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

((((2222))))【【【【前期実施計画前期実施計画前期実施計画前期実施計画のののの実施項目実施項目実施項目実施項目】】】】

１１１１．．．．成果成果成果成果をををを重視重視重視重視したしたしたした自治体経営自治体経営自治体経営自治体経営のののの推進推進推進推進((((あれもこれもからあれもこれもからあれもこれもからあれもこれもから、、、、あれかこれかへあれかこれかへあれかこれかへあれかこれかへ))))

（（（（１１１１））））行政評価行政評価行政評価行政評価のののの実施実施実施実施

№
実施項目

・事務事業・施策の点検・見直しなどの検証を行い、予算編成過程に反映させる。

実施内容

企画財政課

・平成20年度、行政評価システムの再構築を図り、各種研修、事務事業（410）・施策（114）の評価を
実施。また、評価結果をホームページにて公表及び職員アンケートの実施。
・平成21年度、評価を継続し（424事務事業・114施策評価）、総合計画及び予算編成との連携の実施。
また、評価結果のホームページ公表と職員アンケートを実施。
・平成22年度、施策の骨子を改めたため事務事業評価のみを実施。

実施状況

【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】年次計画

H23財政効果額（見込み） － （千円） 達成状況評価（見込み） ２



担当課

20年度 21年度 22年度 23年度
アンケートの実施  アンケート結果

 の分析・活用

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ５

担当課

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

№
実施項目 実施内容 実施状況

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

2

市民市民市民市民アンケートのアンケートのアンケートのアンケートの実施実施実施実施

市民の市政に対する意向・要望などの変
化を的確に把握し、今後の市政の施策に
反映させるデータを得るため、定期的に
アンケートを実施します。

（（（（２２２２））））市民市民市民市民ニーズのニーズのニーズのニーズの把握把握把握把握

№
実施項目 実施内容 実施状況

企画財政課
・調査結果取りまとめを基に、市が行う施策に対する市民の満足度・施策の優先順位を検討
し、総合計画後期基本計画における達成目標の設定材料とする。
・市の施策に関する市民満足度の推移を計るため、今年度、新たにアンケート調査を実施す
る。

・燕市総合計画後期基本計画の策定に向け、平成22年度に市民意識調査を実施。
・前回アンケート調査との比較、性別・年代別のクロス集計・解析結果を取りまとめ、報告
書を作成。
（参考）
前回調査：平成18年度アンケート調査実施

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

20年度 21年度 22年度 23年度
『市長と一緒に考えよ
う・地域づくり懇談
会』の実施

懇談会の内容や手法に
ついて協議・検討

シンポジウムの開催お
よび「市長とのふれあ
いトーク」の実施

「市長とのふれあい
トーク」の実施

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ５

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

3

市長市長市長市長とのふれあいとのふれあいとのふれあいとのふれあい懇談会懇談会懇談会懇談会のののの実施実施実施実施 市民と市長の懇談会を実施します。

・平成22年度は市内７会場で実施。新庁舎建設事業の進捗状況や市長のまちづくりの方針を
説明後、市民との質疑応答で懇談会を実施。教育、福祉などの82件の質問に対し回答。延べ
出席者504人。（７会場のうち手話通訳を４会場で実施）
・シンポジウムは「まちづくり基本条例市民フォーラム」と「学力向上シンポジウム」をそ
れぞれ主管課で実施。

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

・「ふれあいトーク」は市内３会場で７月中に実施。
・１人でも多くの人からの意見要望を集約するために、質疑応答の時間を増やす。
・内容を分かりやすくするためにパワーポイントを利用し、スクリーン映像を利用したビ
ジュアル化で説明。
・大勢の市民から参加していただくために、各会場に手話通訳やスクリーンに要約筆記を投
影するなど、障がい者や高齢者対策を行う。
・小さい集落単位の懇談会については、今年度から計画的に実施していきたい。

地域振興課

4



5

担当課

20年度 21年度 22年度 23年度
・ﾒﾆｭｰの充実、広報活
動により市民に周知さ
せる。
・年間目標18件
　(実績　 23件)

・同左

・年間目標25件
　(実績　 26件)

・同左

・年間目標30件
　(実績　 12件)

・同左

・年間目標40件

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ３

担当課

まちづくりまちづくりまちづくりまちづくり出前講座出前講座出前講座出前講座のののの充実充実充実充実

職員が講師を務める出前講座のメニュー
の充実を図り、市民へ情報提供すること
で、市政への関心を高め、説明責任を果
たします。

・実施講座件数（Ｈ20年度23件、Ｈ21年度26件、Ｈ22年度12件）
※申込みが多かったのは、高齢者医療や年金について（保険年金課）13件、防災について
（総務課）11件、ごみや環境問題について（生活環境課）8件、防火・救命について（消防本
部）6件。
・講座メニューの大きな変更はないが、毎年各担当課でメニューを点検し実施している。
・平成22年度はメニュー以外の内容の申し込みも半数を占め（12件中6件）、各担当課で対応
を検討し、実施につなげられた。

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

・実施講座件数（見込み）Ｈ23年度20件　（H23年4月～6月までの実施3件、申請中2件）
・各課で新設メニューも併せて見直しを検討し、市民の方の関心の広がりに対応する。

№
実施項目 実施内容 実施状況

実施項目 実施内容 実施状況

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

4
生涯学習課

（（（（３３３３））））説明責任説明責任説明責任説明責任のののの徹底徹底徹底徹底

№

担当課

20年度 21年度 22年度 23年度
・多くの人から広報紙
やホームページを見て
もらえるよう、さらに
内容を充実させる
・ホームページアクセ
ス件数30,000件/月
 (実績32,120件/月)

・同左

・ホームページアクセ
ス件数35,000件/月
 (実績33,676件/月)

・同左

・ホームページアクセ
ス件数37,500件/月
 (実績33,256件/月)

・同左

・ホームページアクセ
ス件数40,000件/月

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ３

【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

5

・広報紙の紙面を通じ、主管課からの情報を分かりやすく市民に伝達する工夫をし、毎月1
日・15日の年24回、広報つばめを発行した。
・ホームページのアクセス数は増加傾向にあり、タイムリーな情報を中心に更新を行った。

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

・広報つばめは、引き続き毎月1日・15日号を定期発行し、見やすく分かりやすい紙面づくり
に取り組む。
・ホームページについては、各課が作成したページが適切か確認することはもとより、ＣＭ
Ｓ（コンテンツマネジメントシステム）の導入により、各課の広報主任者を中心に研修を行
い、見やすい分かりやすいホームページづくりをし、今年度末の試験運用を目指す。

広報紙広報紙広報紙広報紙、、、、ホームページのホームページのホームページのホームページの掲載内掲載内掲載内掲載内
容容容容のののの充実充実充実充実

広報紙やホームページの特性を生かしな
がら、より親しみやすく分かりやすい内
容となるよう充実を図ります。

№
実施項目 実施内容 実施状況

年次計画

地域振興課



担当課

20年度 21年度 22年度 23年度
・学習会の継続開催
・チラシ配布等に
　よる周知

・市民検討会議の
　設置
・条例素案の検討
・周知

・条例素案の策定
・条例案の策定
・周知

・条例施行
・運用及び周知

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

・平成23年４月１日から施行され、ホームページ（４月１日）及び広報つばめ（５月１日
号）において条例施行の啓発活動を実施。
・まちづくり基本条例に深く関連する催し等において、積極的に周知活動を行った。
（まちづくり協議会の総会会場おける条例施行等の周知ポスターを掲示、イキイキまちづく
り支援事業公開審査会会場おける条例施行等の周知ポスターの掲示及び条例全文の配布）
・条文の内容をより理解していただくため、協働フォーラムの実施やの逐条解説を作成す
る。

6

((((仮称仮称仮称仮称))))まちづくりまちづくりまちづくりまちづくり基本条例基本条例基本条例基本条例のののの制制制制
定定定定

多様化する市民ニーズに即応し、地域の
公共的課題を素早く解決できる協働の枠
組みを構築するとともに、役割分担の明
確化に努め、市民主体のまちづくりを目
指すため、「(仮称)まちづくり基本条
例」の制定に向けて取り組みます。

・平成20年度、学習年度と位置付け、誰でもまちづくり基本条例が学べるよう、自由参加形
式とした「まちづくり基本条例市民学習会」を開催。
・続く平成21年度から平成22年度までの間では「まちづくり基本条例市民検討会議」を開催
し、実際のまちづくり基本条例施行に向けて検討。
・平成23年3月の市議会定例会において議決。

№

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

実施項目 実施内容 実施状況

（（（（１１１１））））市民市民市民市民とととと行政行政行政行政のののの役割分担役割分担役割分担役割分担のののの明確化明確化明確化明確化

２２２２．．．．パートナーシップをパートナーシップをパートナーシップをパートナーシップを活活活活かしたまちづくりかしたまちづくりかしたまちづくりかしたまちづくり

企画財政課

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ５

6



7

担当課

20年度 21年度 22年度 23年度
実施 同左 同左 同左

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ３

担当課

企画財政課

実施項目 実施内容 実施状況

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

・各課からのパブリックコメントを広報つばめやホームページに掲載し、市民からの意見を

7

ワークショップのワークショップのワークショップのワークショップの活用活用活用活用
計画段階からワークショップを行い、市
民参画の機会を確保します。

・都市計画マスタープランについては、地区別構想（素案）の策定のため、４回のワーク
ショップ（策定市民会議）開催で延べ250人を超える市民の参画を実現（平成22年３月策
定）。
・まちづくり基本条例の策定において、策定プロセスを重視し、20回のワークショップ開催
により、延べ500人以上の市民の参画により素案を策定（平成23年４月１日施行）。

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

・まちづくり・地域づくりに関するスキルアップ等を図るため、まちづくり協議会を対象に
ワークショップの手法を採用した講座を開催。
・ワークショップの手法を活用した「つばめ女（ひと）と男（ひと）ふれ愛フェスタ」の開催。

実施項目 実施内容 実施状況

（（（（２２２２））））市民市民市民市民のののの参画参画参画参画・・・・協働協働協働協働のののの機会機会機会機会のののの確保確保確保確保

№
年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

№

20年度 21年度 22年度 23年度
燕市パブリックコメン
ト実施要綱に基づくパ
ブリックコメント制度
の適正な運用

同左 同左 同左

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ５

・引き続き各課からのパブリックコメントを広報つばめやホームページに掲載し、市民から
の意見を求め、募集結果をホームページに掲載する。

地域振興課

パブリックコメントパブリックコメントパブリックコメントパブリックコメント制度制度制度制度のののの拡充拡充拡充拡充

政策形成過程での計画案について、パブ
リックコメント制度を活用し、市民の声
やニーズを踏まえた計画づくりを行いま
す。

・各課からのパブリックコメントを広報つばめやホームページに掲載し、市民からの意見を
求めた。
・募集結果をホームページに掲載した。

8

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】



担当課

20年度 21年度 22年度 23年度
・法定監査の実施
・財政健全化審査
　の実施
・財政援助団体等
　監査の実施

同左 同左 同左

H23財政効果額（見込み） － （千円） 達成状況評価（見込み） ４

担当課

・公職者台帳の作成

・定期監査や決算審査等の法定監査を着実に実施。
・財政援助団体監査についても引き続き、年間で２～３団体を行う。

№
実施項目 実施内容 実施状況

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

実施内容 実施状況

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

9

監査体制監査体制監査体制監査体制のののの充実充実充実充実・・・・強化強化強化強化
定期監査や決算審査等の法定監査を着実
に実施します。また、財政援助団体監査
についても年間で3～4団体を行います。

・平成20年７月から識見監査委員を１人増員し、監査委員３人体制に拡充。
・燕市の各種監査である、例月出納検査や定期監査、決算審査等の法定監査に加え、財政援
助団体監査についても年間で３～４団体を行った。

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】 監査委員
事務局

（（（（３３３３））））透明性透明性透明性透明性のののの向上向上向上向上

№
実施項目

20年度 21年度 22年度 23年度
現状把握のための
公職者台帳の検討

公職者台帳のデータ
ベース化・指針案の
検討

燕市附属機関等の設
置、公開及び意見提出
等に関する指針の作成

燕市附属機関等の設
置、公開及び意見提出
等に関する指針の運用

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ５

10

・公職者台帳の作成
・審議会等リストの作成
・附属機関等の設置、運営、公募及び公開に関する指針の作成

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

・各所管課とのヒアリングの実施
・公職者台帳の管理
・指針に基づいて、委員の選任・会議の開催・公開等の指導
・附属機関等のホームページへのリンク指導
・12月市議会に条例の一部改正を提案

審議会等審議会等審議会等審議会等のののの会議会議会議会議のののの公開及公開及公開及公開及びびびび委員委員委員委員
のののの公募公募公募公募のののの推進推進推進推進

審議会・委員会など市が開催する会議の
公開を推進します。

総務課

8



9

担当課

20年度 21年度 22年度 23年度
組織率の目標 40%
 (実績　  41.19%)

組織率の目標 50%
(実績　  52.85%)

組織率の目標 60%
（実績　　61.63％）

組織率の目標 70%

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ３

担当課

【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

11

自主防災組織自主防災組織自主防災組織自主防災組織のののの設立設立設立設立・・・・支援支援支援支援
自主防災組織の組織率の向上を図りま
す。

・H19年に新潟県主催の自主防災リーダー研修会を開催し、自主防災組織の必要性を説明。
・自治会連合会等各地区自治会長が参集する会合での自主防災組織設立に対する働きかけを
実施。
・各自治会長に対して個別に自主防災組織設立を働きかける。
・燕、分水両サービスセンターと連携した働きかけを実施。
・出前講座を実施し、組織の必要性を説明するとともに組織化を働きかける。
・地域防災訓練の実施において未組織の自治会にも参加の呼びかけ、組織化の働きかけを実
施。

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

・自治会長に対して個別に自主防災組織の設立を働きかける。
・自主防災リーダー研修会を実施し、地域におけるリーダーを育成するとともに、自主防災
組織の働きかけを実施。
・燕、分水両サービスセンターと連携した働きかけを実施。
・出前講座を実施し、組織の必要性を説明するとともに組織化を働きかける。
・地域防災訓練の実施において未組織の自治会にも参加を呼びかけ、組織化を働きかける。

年次計画

№
実施項目 実施内容 実施状況

実施内容 実施状況

総務課

（（（（４４４４））））市民活力市民活力市民活力市民活力、、、、地域活力地域活力地域活力地域活力のののの醸成醸成醸成醸成

№
実施項目

担当課

20年度 21年度 22年度 23年度
・補助金交付によ
　る財政支援
・懇談会実施によ
　る情報交換、情
　報提供
・活動における相
　談窓口

同左 ・補助金交付による財
政支援
・懇談会開催による課
題等の検討・協議
・懇談会・会報による
情報交換、情報提供
・活動における相談
窓口

・補助金交付による財
政支援(他助成金の交
付制限の撤廃)
・懇談会開催による課
題等の検討・協議
・懇談会・会報による
情報交換、情報提供
・活動における相談
窓口

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ４

・配分基準に沿った補助金を交付するとともに、23年度は、補助金の執行に関する取扱事項
等に変更があったことから、補助金申請時点で各協議会に対し訪問指導を行う。
・まちづくり協議会懇談会を開催し、全協議会に共通する活動上のさまざまな課題について
意見交換し、情報の共有を図るほか、翌年度以降の補助金配分や補助対象経費について協議
を行う。
・22年11月より活動を開始した「職員ボランティア」に関し、検証を行う。
・情報誌「まちづくり通信」の発行を四季報に変更、各協議会が抱える課題、自主的な取り
組みについての相談に対し、個別対応を行う。

・配分基準に沿った補助金を交付し、執行についての適正指導を行った。
・まちづくり協議会懇談会を開催し、全協議会に共通する活動上のさまざまな課題について
意見交換し、情報の共有を図ったほか、補助金の段階的な削減とともに、提案型助成制度の
導入に理解を求めた（合わせて自主財源の確保を促す）。
・運営等に苦慮しており、希望する４つの協議会に対し、「職員ボランティア」を３名ずつ
配置し、22年11月より活動を開始した。
・情報誌「まちづくり通信」を例月発行し、市からの各種連絡、協議会相互の情報交換に役
立てるとともに、個別の相談事項に応対した。

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

№
実施項目 実施内容 実施状況

12

まちづくりまちづくりまちづくりまちづくり協議会協議会協議会協議会へのへのへのへの支援支援支援支援
まちづくり協議会への人的・財政支援に
より、地域コミュニティの自立を図りま
す。

地域振興課

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】



担当課

20年度 21年度 22年度 23年度
連合会、地区自治会及
び各自治会の運営がス
ムーズに行われるよ
う、支援を行う。

同左 同左 同左

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ５

担当課

・市民活動の活性化を図るため、団体が提案する協働事業に対する財政支援を行ったほか、
活動に有益な情報の提供や、市ホームページにおける団体の活動紹介等の情報発信を行っ
た。
・専門的視点を持つアドバイザーを設置し、支援事業全般について助言いただくことで、助

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

13

自治会自治会自治会自治会へのへのへのへの支援支援支援支援
連合会組織による一体的取組を支援する
とともに、地区自治会に対する支援を実
施します。

・連合会運営の事務的サポート
・地区自治会運営の事務的サポート
・各自治会運営に関する相談業務

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

・連合会運営の事務的サポート
・地区自治会運営の事務的サポート
・各自治会運営に関する相談業務

№

№
実施項目 実施内容 実施状況

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

実施項目 実施内容 実施状況

総務課

20年度 21年度 22年度 23年度
・助成金交付による財
政支援
・ホームページ等で活
動の紹介
　
実績値
  NPO登録数　　13
　NPO活動等助成事業
　登録団体数　 16

・助成金交付による財
政支援
・ホームページ等で活
動の紹介
・ＮＰＯ法人認証事務
　
実績値
  NPO登録数　　13
　NPO活動等助成事業
　登録団体数　 22

・助成金交付による財
政支援
・ホームページ等で活
動の紹介
・ＮＰＯ法人認証事務
　
実績値
  NPO登録数　　15
　NPO活動等助成事業
　登録団体数　 25

・助成金交付による財
政支援(申請対象団体
の見直し)
・ホームページ等で活
動の紹介
・ＮＰＯ法人認証事務
　
目標値
  NPO登録数　　17
　NPO活動等助成事業
　登録団体数　 35

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ４

14

ＮＰＯＮＰＯＮＰＯＮＰＯなどへのなどへのなどへのなどへの支援支援支援支援
ＮＰＯの活動を支援することによって、
自立を促し、行政との協働体制を構築し
ます。

・専門的視点を持つアドバイザーを設置し、支援事業全般について助言いただくことで、助
成金交付にかかる審査の迅速性や公平性を高めたほか、今後の事業推進にあたっての課題把
握ができた。
・団体相互の活動成果を発表するとともに、一般市民への理解を深めるための交流・懇談会
を開催した。
・ＮＰＯ法人認証等にかかる事務の移譲を受け、身近な窓口で相談・申請ができる環境が
整ったことで、法人設立件数の増加につながった。

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

・市民活動の活性化を目的とした財政支援について、幅広い団体が活用できるよう拡充した
ほか、活動に有益な情報の提供や、市ホームページにおける団体の活動紹介等の情報発信を
引き続き行う。
・専門的視点を持つアドバイザーにより支援事業全般について助言いただき、助成金制度の
あり方について検討を行うなど、今後の事業推進にあたっての課題把握を行う。
・NPOをはじめ自主的にまちづくり・地域づくりに取り組む団体の活動の活性化と相互連携を
図ること、そして一般市民への理解を深めることを目的とした交流・情報交換の催事を開催
する。
・ＮＰＯ法人認証等にかかる事務を規定どおり事務を遂行する。

地域振興課

10



11

担当課

20年度 21年度 22年度 23年度
・業務の検証、見直し
を随時実施
・職員提案規程の全面
改正
・職員提案の募集
・採用提案の実施状況
検証
提案実績173人、254件
うち採用提案　  93件

・業務の検証、見直し
を随時実施
・職員提案の募集
・採用提案の実施状況
検証

提案実績39名、66件
うち採用提案　25件

・業務の検証、見直し
を随時実施
・職員提案の募集
・採用提案の実施状況
検証

提案実績42名、74件
うち採用提案　20件

職員提案制度の強調月
間の取組は、一区切り
として、次年度から
は、業務改善運動とし
て実施。

H23財政効果額（見込み） 14,079 （千円） 達成状況評価（見込み） ３

業務の目的や必要性について検証し、再
編・整理、廃止・統合を進めるととも
に、広く職員から改善意見の提案を求
め、積極的に市政に反映させます。

・職員一人ひとりが自ら進んで業務改善を実施するため「職員提案制度」を実施し、市民
サービスの向上、事務の効率化つながった。（３年間で138件の採用提案）
・小規模投票所の統合(Ｈ20年度)を行う。
・学校給食センターの業務委託の見直し(Ｈ21年度)を行う。

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

・今年度からは、業務改善運動・業務の見直しなどについて課単位で取り組んでいる事例を
報告。
・現在、夏場の計画停電を避けるため、「節電委員」を設置し、無駄な電気の使用を控える
ことを活動の中心とし、各施設の独自の取組により15％の節電を目指す。

実施内容 実施状況

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

15

業務改善運動業務改善運動業務改善運動業務改善運動のののの推進推進推進推進

３３３３．．．．健全財政健全財政健全財政健全財政のののの確保確保確保確保

（（（（１１１１））））徹底徹底徹底徹底したしたしたした歳出歳出歳出歳出のののの節減節減節減節減

№
実施項目

企画財政課

担当課

20年度 21年度 22年度 23年度
定員適正化計画に基づ
く人件費削減

H20.4.1現在職員数
目標値　704人

同左

H21.4.1現在職員数
目標値　690人

同左

H22.4.1現在職員数
目標値　676人

見直し後の定員適正化
計画に基づく人件費
削減

H23.4.1現在職員数
目標値　661人

H20.4.1職員数(実績)
698人

H21.4.1職員数(実績)
679人

H22.4.1職員数(実績)
667人

H23.4.1職員数(実績)
665人 H23財政効果額（見込み） 271,978 （千円） 達成状況評価（見込み） ４

16

定員適正化計画定員適正化計画定員適正化計画定員適正化計画にににに基基基基づくづくづくづく人件費人件費人件費人件費
のののの削減削減削減削減

職員の採用を抑制し、人件費の削減に努
めます。

・20年度　　20年度退職者数36人－21年度採用者数17人＝19人　　削減額250,522千円
・21年度　　21年度退職者数31人－22年度採用者数20人＝11人　　削減額182,946千円
・22年度　　22年度退職者数25人－23年度採用者数23人＝2人　　 削減見込額 91,749千円
                                   　　　　　　合計32人　　 削減見込額525,217千円
※職員数ではH23.4.1現在で適正化計画では661人のところ実職員数は665人となった。
H23.4.1採用が、中越衛生処理組合の解散に伴う採用や人事交流や任期付採用があったため4
人増となった。

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

・23年度退職者見込数　38人　人件費見込354,379千円・・・・・①

・24年度採用予定者見込数　21人　人件費見込82,401千円・・・・・②

   ①－②＝271,978千円・・・23年度削減見込額

№
実施項目 実施内容 実施状況

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

総務課



担当課

20年度 21年度 22年度 23年度
・遊休市有財産の ・遊休市有財産の ・遊休市有財産の ・遊休市有財産の

実施内容 実施状況

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

17

遊休土地遊休土地遊休土地遊休土地((((未利用地未利用地未利用地未利用地))))のののの売却売却売却売却、、、、貸貸貸貸
しししし付付付付けけけけ

遊休土地の売却や貸し付けにより歳入の
確保を図ります。

【遊休市有財産の売却】
・市の広報誌及びホームページで周知して分譲、売却を行った。
（先着順で申込者へ分譲）
・広報誌…H20～22年度（年２回掲載）、ホームページ…H20～22年度（通年掲載）
・有効な売却の方法としてヤフー株式会社が運営する｢インターネット公有財産売却入札シス
テム」を利用した一般競争入札を実施（H20年度…年１回、H21年度…年５回、
H22年度…年２回　計８回）
・分譲地の造成工事を行った。(H22年度）
　水道町４丁目地内…８区画、白山町３丁目地内…６区画
【普通財産の貸付】
・貸付け可能な市有地(普通財産）について、賃貸借契約を締結して財産貸付収入を得た。
【財産台帳のデーターベース化】
・財産台帳の紙データの電子データ化を行い、以後新規、変更分は随時作成した。
（H21～22年度）
・データーベース化することで確認作業等の効率化が図られた。

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

【遊休市有財産の売却】

（（（（２２２２））））資産資産資産資産・・・・債務管理債務管理債務管理債務管理のののの徹底徹底徹底徹底

№
実施項目

管財課

・遊休市有財産の
　売却
・普通財産の貸付

・遊休市有財産の
　売却
・普通財産の貸付
・市有財産台帳の
　整備

・遊休市有財産の
　売却
・普通財産の貸付
・市有財産台帳の
　整備
・賃貸借料の改定

・遊休市有財産の
　売却
・普通財産の貸付
・賃貸借料の改定

H23財政効果額（見込み）
売却のみ

46,000 （千円） 達成状況評価（見込み） ３

【遊休市有財産の売却】
・公募抽選により売却（市の広報誌及びホームページで周知して分譲（７月実施予定））
・ヤフー株式会社が運営する｢インターネット公有財産売却入札システム」を利用した一般競
争入札を行う。(年４回実施予定)
【普通財産の貸付】
・貸付け可能な市有地(普通財産）について、賃貸借契約を締結して財産貸付収入を得る。
【既存の財産台帳システムから新財務会計システム「公有財産」への移行】
・市有財産の台帳価格設定等を一括電算処理化することで、より効率化を図る。

12



13

担当課

20年度 21年度 22年度 23年度
・収納率の向上
　市税収納率
　目標値　93.9%
・口座振替率の堅持

収納率実績値
　         94.85%
口座振替率実績値

・収納率の向上
・口座振替率の堅持

収納率実績値
　         94.32%
口座振替率実績値

      同左

収納率実績値
　         93.95%
口座振替率実績値

・収納率の向上
　市税収納率
　目標値　95.5%
・口座振替率の堅持
  53.5%

53.5% 55.3% 53.8%
H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ３

担当課

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

・市税等の収納率向上に向け、年３回の催告書発送や納税強化月間の設定を行う。
・滞納繰越分の収納率向上を重要課題ととらえ、他市町村の動向も参考に方策を検討。
・口座振替率は現状を堅持。

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

№
実施項目 実施内容 実施状況

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

№
実施項目 実施内容 実施状況

18
収納課

（（（（３３３３））））自主財源自主財源自主財源自主財源のののの確保確保確保確保

市税等市税等市税等市税等のののの収納率収納率収納率収納率のののの向上向上向上向上、、、、納税窓納税窓納税窓納税窓
口口口口のののの拡大拡大拡大拡大

市税等の収納率の向上を図ります。

・毎年、年３回の催告書発送により、H21・H22は納税推進強化月間を設けて徴収強化を図っ
た。
・現年分収納率は向上したものの、滞繰分が下回り、全体で目標に届かなかった。昨今の経
済状況低迷が要因と考えられるが、滞繰分の圧縮する対策が必要。
・口座振替率については、年金特徴の拡大により、漸減となっているが、収納率向上の観点
からは納付方法の選択肢の多様化が図られたものであり、収納率低下につながるものでな
く、経費削減に寄与されているものと考える。

20年度 21年度 22年度 23年度
実施可能なものから有
料広告等を募集

同左 同左 同左

H23財政効果額（見込み） 3,500 （千円） 達成状況評価（見込み） ３

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

19

有料広告等有料広告等有料広告等有料広告等のののの募集募集募集募集
有料広告等を掲載することにより歳入の
確保を図ります。

・広報つばめ「くらしの情報」・「裏表紙」に紙面広告を掲載し広告収入を図った。
・市のホームページにバナー広告を掲載し広告収入を図った。
・公用封筒での広告の募集を実施。
・巡回バスの車載広告については、燕市巡回バス広告掲載取扱要領を策定し、広告掲載を募
集（応募なし）。

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

・広報つばめ「くらしの情報」・「裏表紙」に紙面広告を掲載し広告収入を図る。
・市のホームページにバナー広告を掲載し広告収入を図る。
・公用封筒に広告の募集を行う。
・巡回バス車載広告の募集は、広報等で周知を図る。

企画財政課



担当課

20年度 21年度 22年度 23年度
前年度決算の財務書類
4表(普通会計ベース)
作成・公表

前年度決算の財務書類
4表(連結ベース)作
成・公表

同左 同左

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ３

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

（（（（４４４４））））財政情報財政情報財政情報財政情報のののの公表公表公表公表

№
実施状況

20

公会計公会計公会計公会計のののの活用活用活用活用
市の財政状況を示す財務書類4表を作成
し、その内容を市民にわかりやすく説明
します。

・Ｈ20：前年度決算の財務書類４表（普通会計ベース）の作成・公表。
・Ｈ21：前年度決算の財務書類４表（連結ベース）を作成し、数値や内容の解説を付した報
告書として議会に提出、市ＨＰに掲載。
・Ｈ22：前年度決算の財務書類４表（連結ベース）を作成。数値や内容の解説の他、経年比
較や県内市平均との比較など、新たに財政分析を加えた形で報告書を作成し、議会に提出、
市ＨＰに掲載。

実施項目 実施内容

・Ｈ22から引き続き数値や内容の解説、財政分析等を盛り込みながら報告書を作成し、議会
に提出、市ＨＰに掲載する予定としているが、複雑な内容を市民に少しでもわかりやすく公
表できるよう、財政分析のさらなる充実を図る。

企画財政課

14



15

担当課

20年度 21年度 22年度 23年度
市内2郵便局(小池・小
中川郵便局)で実施を
検討

市内4郵便局(既存の他
神田町・国上郵便局)
で実施を検討

市内5郵便局(既存の他
燕南郵便局)で実施を
検討

市内7郵便局(既存の他
米納津・燕東郵便局)
で実施を検討

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ３

市民課

【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

21

住民票等住民票等住民票等住民票等のののの請求受付請求受付請求受付請求受付、、、、引渡引渡引渡引渡しししし業業業業
務務務務のののの拡大拡大拡大拡大

諸証明の発行を郵便局の協力を得て拡大
を図ります。

・郵便局窓口での証明発行業務について小池､小中川､神田町､国上､燕南の５郵便局について
実施。
・市民の証明書取得について利便性を高めるとともに庁舎窓口の混雑緩和による届出等待ち
時間の短縮に効果があった。
・周知活動から利用者は増加の傾向にあり、平成22年度の証明発行は925件､のべ789人の利用
を得ており、当該事業サービスの浸透とともに利用はさらに増えるものと見込まれる。

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

・６月より新たに燕郵便局でのサービスを開始し、既存の局を含め６郵便局による窓口サー
ビスを可能とした。
・それによる市民の利便性は、サービス可能な郵便局数の増加にあいまって相乗的に高まる
ものと考えられ加えて庁舎窓口の混雑緩和効果から届出等の待ち時間短縮による二次的な
サービス向上も期待できる。(地域局を管轄する郵便局㈱信越支社からの提示を受け､協議を
重ねたもので、当初計画の２局を１局とし､より利用効果の見込める燕局(市内最大局)を当年
実施分とし、予算内での実施とする。)

実施内容 実施状況

年次計画

４４４４．．．．行政行政行政行政サービスのありサービスのありサービスのありサービスのあり方方方方のののの抜本的抜本的抜本的抜本的なななな見直見直見直見直しししし

（（（（１１１１））））市民市民市民市民のののの視点視点視点視点でのサービスでのサービスでのサービスでのサービス向上向上向上向上

№
実施項目

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ３

担当課

20年度 21年度 22年度 23年度
・システム構築
・運営方法検討・
　協議

公共施設予約システム
の運用開始

・利用率(利用者)
　の拡大
・生涯学習システ
　ムとの連携

使用料等の電子納付の
検討

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ３

・各施設担当者打合せ会の開催（７回）
・施設担当者によるシステム操作研修の実施
・利用者（団体）への周知活動及び操作方法等の個別対応
・運用開始後のシステム安定稼働と申請状況・閲覧状況を把握したシステム検証の実施

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

・電子納付の実現性と費用対効果について具体的な検討を行う。
総務課

実施項目 実施内容

【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】
№

実施状況

年次計画

22

電子申請電子申請電子申請電子申請システムのシステムのシステムのシステムの導入導入導入導入
インターネットによる公共施設予約シス
テムを導入します。



担当課

20年度 21年度 22年度 23年度
・個別GISの整備
・統合型GIS導入
　研究会の開催

・個別GISの整備
・統合型GIS導入
　研究会の開催
・統合型GISの整備

・統合型GISの運用
　開始
・システム運用
　ルールの整備

統合型GISの機能拡張
の検討

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ５

23

実施状況

【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

統合型地理情報統合型地理情報統合型地理情報統合型地理情報システムシステムシステムシステム((((GISGISGISGIS))))のののの
導入導入導入導入

地図情報とその他の情報を統合的に活用
できる地理情報システムを整備します。
同システムには様々な機能がある中で、
特に市民ニーズの高い市民公開型防災シ
ステムを優先的に整備し、住民サービス
の向上を目指します。

・H20年度に庁内職員で構成する統合型GIS導入研究会を２回開催し、図面等の庁内横断的な
整備・利用のためシステムの導入を決定した。
・H21年度に調達仕様書を作成し、競争入札により構築業者を決定した。関係９課と20数回の
打ち合わせを実施しながらシステムを構築し、また新たに主題図11図面を整備した。
・H22年度システムが完成し、庁内利用及び市民公開を開始した。庁内向けについては、職員
に対し操作研修を実施し３庁舎65人の参加があった。市民公開用については広報紙によるPR
を実施し、公開から３月31日までの約10カ月間で4581件のアクセス利用があった。

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

・導入事業については当初目的を達成したため、今後の取り組みは実施しない。
・H23年度は、統合型地理情報システムが稼働し職員及び市民から定常的に利用されている状
況であり、システムの保守・運用を行っていきたい。

総務課

№
実施項目 実施内容

年次計画

16



17

担当課

20年度 21年度 22年度 23年度
・補助金等検討委
　員会設置
・検討委員会提言
　に基づく「交付
　基準」作成

・H21年度予算編成
　に反映
・補助金申請、実
　績報告の審査

同左 同左

H23財政効果額（見込み） 6,689 （千円） 達成状況評価（見込み） ３

担当課

・「補助金交付基準」を基本とした中で、Ｈ23年度当初予算に反映。
・補助金を交付した内容について、市ＨＰで公表。
・商工団体への支援補助金について、これまでの一律補助を見直し、運営費補助と事業費補
助を明確に区分させた一方、福祉団体等少額な補助金交付団体については、基準に基づく段
階的な5％減額を団体個々の決算状況等事情に合わせ、見直す予定。

№
実施状況

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

実施項目 実施内容

24

補助金交付補助金交付補助金交付補助金交付のののの適正化適正化適正化適正化のののの推進推進推進推進

№
実施状況

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

（（（（２２２２））））事務事務事務事務・・・・事業事業事業事業のののの整理整理整理整理、、、、統合統合統合統合

実施項目 実施内容

企画財政課

補助金等検討委員会の提言に基づく「補
助金交付基準」の徹底を図ります。

・Ｈ20：補助金等検討委員会の提言に基づく「補助金交付基準」を作成。
・Ｈ21：「補助金交付基準」をＨ21年度当初予算に反映させるとともに、任意団体等の補助
金交付申請や実績報告書の審査を財政課でも実施し、補助金使途の明確化や繰越金が多額で
ある場合の是正の検討について指導を実施。
・Ｈ22：「補助金交付基準」をＨ22年度当初予算に反映させるとともに、引き続き基準の徹
底に取り組んだ。

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

20年度 21年度 22年度 23年度
①制限付き一般競
　争入札の対象範
　囲の拡大
②電子入札に関す
　る調査研究

①同左
②電子入札の導入
　方式の提言及び
　予算要求

①同左
②電子入札の試行
　導入

①同左
②電子入札の本格
　導入

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ４

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

25

一般競争入札一般競争入札一般競争入札一般競争入札のののの活用活用活用活用とととと電子入札電子入札電子入札電子入札
のののの導入導入導入導入

①制限付き一般競争入札を実施します。
②入札制度の一層の透明性を図るため電
子入札の導入を検討します。

・制限付き一般競争入札の積極的な活用を図った。
　実施件数 H20年度：162件（入札件数380件、43％）
　　　　　 H21年度：194件（入札件数427件、45％）
　　　　   H22年度：162件（入札件数396件、41％）
・電子入札の導入に向け、県主催の説明会や既に導入済みの他市への視察を行った。

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

・制限付き一般競争入札の実施については、190件を予定。
・電子入札の導入については、電子入札システムの構築を行い、7月から8月にかけて説明会
を開催し、9月以降に建設工事及び業務委託を対象に約100件の試行導入を予定。

管財課



担当課

20年度 21年度 22年度 23年度
総合評価方式試行の拡
充

同左 総合評価方式の拡充 同左

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ５

26

工事工事工事工事のののの品質確保品質確保品質確保品質確保
総合評価方式による入札の本格的導入を
目指します。

・総合評価方式の積極的な試行導入を図った。
 実施件数
　H20年度： 6件（特別簡易型 1件、簡易型5件）
　H21年度：24件（特別簡易型20件、簡易型4件）
　H22年度：33件（特別簡易型27件、簡易型6件）

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

・総合評価方式による入札を25件程度予定。

実施内容 実施状況

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】
№

実施項目

管財課

18



19

担当課

20年度 21年度 22年度 23年度
・指定管理者選定
　等委員会設置
・管理業務の評価
・H21.3.31指定期
　間満了施設の指
　定管理者選定

・管理業務の評価
・新規指定管理者
　制度導入施設の
　指定管理者選定
　・小池公民館
　・分水保健福祉
　　センター

・管理業務の評価
・新規指定管理者
　制度導入施設の
　指定管理者選定
・指定期間満了施
　設の指定管理者
　選定
・指定管理者によ
　る管理運営

同左

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ３

担当課

【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

公公公公のののの施設施設施設施設のののの管理形態管理形態管理形態管理形態のののの見直見直見直見直しししし
((((指定管理者制度指定管理者制度指定管理者制度指定管理者制度のののの活用活用活用活用))))

公の施設の管理形態を見直し、指定管理
者制度を積極的に活用します。また独立
採算で運営できる施設は、将来的には民
営化の検討を行います。

・「指定管理者制度に関する運用基本指針」を現状に即した形にするため、Ｈ20.7と
Ｈ22.4の２回改訂し、制度の積極的な活用を促した。
・結果、新たに10の公の施設が導入を図った。
　　Ｈ19年度導入施設数：12施設
　　Ｈ22年度導入施設数：22施設

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

・評価対象施設：３施設
・再選定（公　 募）施設：２施設
・再選定（非公募）施設：５施設
・新規選定（公募）施設：１施設（Ｈ24.4～導入予定）

№
実施項目 実施内容 実施状況

年次計画

実施状況

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

27
企画財政課

（（（（３３３３））））公公公公のののの施設施設施設施設のありのありのありのあり方方方方のののの見直見直見直見直しししし

№
実施項目 実施内容

20年度 21年度 22年度 23年度
・吉田給食セン
　ターと分水給食
　センターの統合
　の検討

可能なものから随時
検討

同左 同左

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ３

【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

・分水コミュニティディホームの廃止した。（Ｈ22.3）
・吉田給食センターと分水給食センターの統合、仲町駐車場・吉田駅前駐車場の統廃合・民
間委託等について、継続的に検討してきた。

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

・吉田給食センターと分水給食センターの統合について具体的に方針を決定する。
・仲町駐車場廃止に向け、問題等の整理を行う。

28

年次計画

公公公公のののの施設施設施設施設のののの統廃合統廃合統廃合統廃合のののの検討検討検討検討
公の施設の統廃合について、検討しま
す。

企画財政課



担当課

20年度 21年度 22年度 23年度
幼児保育・幼児教育基
本計画の協議・策定

幼児保育・幼児教育基
本計画に基づき、保育
園・幼稚園適正配置実
施計画（案）の協議

同左 保育園・幼稚園適正配
置実施計画（案）の保
護者説明

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ５

担当課

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

・適正配置の該当する園、地域に対して「燕市幼稚園・保育園適正配置実施計画（案）」の
説明会を５月までに19回実施。今後も適正配置の該当する園に説明会を実施する。
・旧吉田南小学校跡地を活用し、吉田八千代保育園と吉田南保育園を統合し民設民営の統合
保育園運営に向けた、保護者説明会、事業者選定等を行う。
・平成25年４月統合保育園運営を目指し、事業者の選定９月上旬頃、保護者説明会等は随時
実施。
・11月を目途に適正配置の具体的な実施年を決定。

№
実施状況

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

実施項目 実施内容

№
実施状況

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

実施項目 実施内容

29

幼幼幼幼・・・・保一元化保一元化保一元化保一元化とととと幼稚園幼稚園幼稚園幼稚園・・・・保育園保育園保育園保育園
のののの適正配置適正配置適正配置適正配置、、、、民営化等民営化等民営化等民営化等のののの検討検討検討検討

幼稚園と保育園における多様な幼児教
育・幼児保育のニーズに応え、若い子育
て世代への支援に努めるとともに、施設
整備や保育環境の整備充実を行っていく
ために検討を行います。

・平成21年3月「燕市幼児保育・幼児教育基本計画」を策定（20年度委員会９回開催）
・平成23年2月「燕市幼稚園・保育園適正配置実施計画（案）」を作成
・平成23年2月 総務文教常任委員協議会で説明
・平成23年3月 全員協議会で説明
・平成21年度に南幼稚園園舎取り壊しの説明会、懇談会を実施
・平成22年度に幼稚園4園、保育園2園で10回の説明会、懇談会を実施

子育て支援課

20年度 21年度 22年度 23年度
児童数・学級数の調査
と年度の比較検証

燕市の学校の適正配置
審議

同左 学校基本計画の策定・
公表

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ４

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

30

小小小小・・・・中学校中学校中学校中学校のののの学区学区学区学区のののの見直見直見直見直しししし、、、、適適適適
正配置正配置正配置正配置((((再編再編再編再編))))のののの検討検討検討検討

燕市学校教育基本計画を策定し、小・中
学校の学区の見直し、適正配置(再編)に
ついて、検討を行います。

平成20年７月に燕市教育ビジョン検討委員会を設置し、小・中学校の学区及び学校の適正規
模（統廃合）の在り方等について調査・研究・審議を重ね、平成23年２月に燕市の教育ビ
ジョンついて「燕市学校教育基本計画案」として、教育委員会に答申された。

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

・６月３日に開催された燕市議会全員協議会において、「燕市学校教育基本計画」について
報告。
・市のホームページに掲載し、市民に公表。

学校教育課

20



21

担当課

20年度 21年度 22年度 23年度
可能なものについて随
時実施

同左 同左 同左

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ３

担当課

・老朽化した市内３箇所の学校給食センターを２箇所に統合するため、「学校給食センター
建設に係る基本計画」を策定する中で、業務委託等の方向性や可能性の検討及びＰＦＩ活用
の検討を行う。

№
実施項目 実施内容 実施状況

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

（（（（５５５５））））受益者負担受益者負担受益者負担受益者負担のののの見直見直見直見直しししし

31

民間委託民間委託民間委託民間委託のののの推進及推進及推進及推進及びびびびＰＦＩＰＦＩＰＦＩＰＦＩ方式方式方式方式
活用活用活用活用のののの検討検討検討検討

実施項目 実施内容 実施状況

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

（（（（４４４４））））民間活力民間活力民間活力民間活力のののの導入導入導入導入

すべての事務事業についてサービスの質
の向上及びコスト削減の観点から、業務
委託等の方向性や可能性の検討を行いま
す。
また公の施設を新設･建替えする場合、
ＰＦＩの活用について検討します。

・水道事業について、検針業務、窓口業務、開閉栓業務及び滞納整理・徴収業務の民間委託
を実施し、一定の効率化が図られた。
・新庁舎、斎場の建設・運営について、ＰＦＩ方式を検討したが、事業規模や地元企業育成
の観点から、導入は難しいとの結論に至る。

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

№

企画財政課

20年度 21年度 22年度 23年度
受益者負担適正化に関
する資料収集

同左 ・基礎資料調査の実施
・施設所管課との連絡
調整会議
・受益者負担統一基準
の作成

・外部組織設置の検討
・市民周知期間

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ２

使用料・手数料などの改定を中心とした
受益者負担の基準を作成し、負担適正化
の推進を図ります。

・長引く景気低迷等の経済情勢から、具体的な対応は見合わせ、先進地の資料収集や受益者
負担統一基準の内部検討に留める対応とした。

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

・現時点の経済情勢から判断しても、受益者負担適正化に向けた具体的な取組については、
当面の間見送る予定。

企画財政課
32

使用料使用料使用料使用料・・・・手数料手数料手数料手数料などのなどのなどのなどの見直見直見直見直しししし

№
年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】



担当課

20年度 21年度 22年度 23年度
・地域水道ビジョン仕
様書の策定等策定の
準備
・料金統一ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝの
実施
・浄水場施設の更新
　老朽管の更新

・地域水道ビジョン策
定業務委託
・料金統一に向けて
準備
・浄水場施設の更新
  老朽管の更新
　(L＝7,680ｍ)

・地域水道ビジョン
策定
・料金統一に向けての
検討
・浄水場施設の更新
  老朽管の更新

・料金統一予定
・浄水場施設の更新
  老朽管の更新

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ３

担当課

①地域水道ビジョンを策定します。
②水道料金を統一します。
③浄水場施設や老朽管を更新します。

・燕市地域水道ビジョンの策定（Ｈ22年度）
・浄水場施設の更新、老朽管の更新(Ｌ＝22,066.2ｍ)

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

・安全で安心な水道水を安定的に供給するため、浄水場の更新を計画かつ適切に実施しま
す。
・効率的な配水管(石綿管)の更新を実施します。(Ｌ＝7,928ｍ)
・水道料金の未納者対策に取り組み、収納率向上を図ります。
・料金統一については、燕市地域水道ビジョン策定に伴い、経営・管理の効率化、コスト縮
減を行い、長期的な経営見直しを明確にした中で、更なる安定的な運営を目指し検討を行
う。

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

（（（（６６６６））））地方公営企業等地方公営企業等地方公営企業等地方公営企業等のののの経営健全化経営健全化経営健全化経営健全化

№
実施項目 実施内容 実施状況

実施項目 実施内容
№

実施状況

33

水道事業水道事業水道事業水道事業

事業課

20年度 21年度 22年度 23年度
・接続率　50.5%
・使用料
　単価　93円

接続率実績率

・接続率　61.1%
・使用料
　単価　同左

接続率実績率

・接続率　63.2%
・使用料
　単価　同左
・汚水処理原価と
　使用料の対比、
　適正化検討

接続率実績率

・接続率　65.0%
・経営会議等へ案
　提示
・使用料単価改定
　予定

　　　　　58.9% 　　　　　61.1% 　　　　　62.3%
H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ２

34

下水道事業下水道事業下水道事業下水道事業
公共下水道への接続率向上及び使用料の
適正化に努めます。

・下水道未接続世帯に対し戸別訪問を計画的に実施するとともに、広報などでのＰＲを通じ
て接続促進活動を行ってきた。
・平成22年度末の下水道接続率は目標には届かなかったものの、62.3％に達し続伸してい
る。
・使用料の適正化については景気の動向を見ながら進めることが重要でり、今後の景気回復
状況を注視しながら適宜取組むこととした。

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

・接続率の向上を目指し、昨年度末に供用開始した地区を中心に戸別訪問での接続促進活動
を行う。
・下水道に関する理解と意識を高めるため、広報などを通じて情報提供とＰＲに努める。
・使用料の適正化を検討する資料として、過年度における汚水処理に係る経費と使用料収入
の取りまとめを行い、このデータを基に、今後の下水道料金に関する基本方針の決定を目指
す。

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】
№

下水道課

22



23

担当課

20年度 21年度 22年度 23年度
・新庁舎建設用地
　の先行取得
・計画的な保有土
　地の処分

・新庁舎建設用地
　盛土造成工事
・市へ新庁舎建設
　用地売却
・計画的な保有土
　地の処分

・公共用地の先行
　取得を依頼に基
　づき実施
・計画的な保有土
　地の処分

同左

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ４

№
実施状況

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

35

地方公社地方公社地方公社地方公社

・公共用地、公用地等の取得、管理処分
等を行うことにより、地域の秩序ある整
備と住民福祉の増進を図ります。
・計画的な用地取得、処分を進め経営の
健全化を進めます。

＜保有土地処分（元金、利子、事務費含む）＞
・平成20年度：道の駅「国上」駐車場用地、野中才堤防道路用地、分水保健センター駐車場用地等
⇒金額23,425,082円　面積1,502㎡
・平成21年度：道の駅「国上」駐車場用地、野中才堤防道路用地、新庁舎建設用地
⇒金額620,091,586円　面積36,443.21㎡
・平成22年度：道の駅「国上」駐車場用地、野中才堤防道路用地⇒金額7,755,351円　面積1,062㎡

実施項目 実施内容

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

＜保有土地処分（元金、利子、事務費含む）＞
・道の駅「国上」駐車場用地：金額4,055,320円　面積830㎡
・野中才堤防道路用地：金額3,609,074円　面積218㎡
※Ｈ23年度保有土地期末残高：金額7,344,136円　面積734㎡

都市計画課

合計：金額7,664,394円 面積1,048

㎡



担当課

20年度 21年度 22年度 23年度
・市のチェック機
　能の強化

同左 同左 ・市のチェック機
　能の強化

№
実施項目 実施内容 実施状況

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

①㈱吉田環境衛生公社
・一般廃棄物収集運搬委託料　H23年度90,563,200円（H22年度と同額）

第三第三第三第三セクターセクターセクターセクター
監査体制及び点検評価の充実・強化を図
り、市の関与のあり方の見直しを行いま
す。

①㈱吉田環境衛生公社
・市から㈱吉田環境衛生公社への一般廃棄物収集運搬
　　委託業務　H20年度95,792,454円、H21年度92,163,276円、H22年度90,563,200円
　　・・・　３年度で5,229,254円の減額につながった。
②勤労者福祉サービスセンター
・毎年度、決算時に監事2人による監査を実施。決算及び事業内容について詳細な点検評価を
行った。
・評議員に商工観光課長が就任し評議員会などを通じて、第三セクターに対する市の行政改
革の観点からの意見、指導を行つた。
・平成22年度に市の監査委員からの監査を実施し、財政援助団体としての指導助言を行っ
た。
③地場産業振興センター
・年1回、5月に両市の監査委員各1人による監査が実施され、決算内容及び事業実施結果につ
いて詳細な点検評価を実施。
・市から職員を派遣し、プロパー職員とともに地域中小企業の新商品・新技術開発、販路開
拓などに対する支援を行い、地域産業の振興に貢献できた。
④(財)吉田スポーツ振興事業団
・理事会等でプール以外の教室を開催し、新規顧客を開拓するよう提言。その結果、H22吉田
総合体育館で「いきいき教室」等を開催。

生活環境課・
商工振興課・
スポーツ
振興課36 　能の強化

①(株)吉田環境衛
　生公社の市から
　の受託業務の検
　討、新規顧客の
　開拓
②勤労者福祉サー
　ビスセンターへ
　の国の助成廃止
　に向けた自主財
　源の確保等の方
　策強化
③地場産業振興セ
　ンターへの積極
　的な支援
④(財)吉田スポー
　ツ振興事業団へ
　理事会等で提言

　能の強化
・自主財源の確保
　等の方策強化

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ２

・一般廃棄物収集運搬委託料　H23年度90,563,200円（H22年度と同額）
・３年間で５.４％の業務委託料を減少したことによる、業務の更なる効率化と新規顧客の開
拓を強く要望する。
②勤労者福祉サービスセンター
・今年度から、国の補助金が廃止されたことにより、廃止された補助金分に対して、事業を
縮小するか、それに代わる財源を手当てできるか、検討課題である。事業のなかには、定員
になっても赤字になるような会費設定も見られるので、事業の内容について再検討を行い、
赤字になるような事業の見直しも検討するよう指導する。
・基本財産については国債運用をしているが、これからの国債もどのように変わっていくか
分からない状況から、特定資産などの運用については今後細心の注意が必要であると考え
る。
③地場産業振興センター
・監査の指摘事項や事業の実施結果について検証し、今後の予算や事業計画に的確に反映さ
せるよう指導、助言を行っていきたい。各事業ごとに内容と結果を検証して、地域企業の支
援ニーズの把握に努め、ニーズに合った事業を創意工夫して、一層積極的な支援活動を行っ
ていきたい。市で実施しているような行政評価システムなども取り入れ、より一層の実施事
業の検証ができるようなシステムの構築も必要である。
④(財)吉田スポーツ振興事業団
・市からの教室事業の受託及び省エネ診断の指摘事項を実施する。

振興課36

24



25

担当課

20年度 21年度 22年度 23年度
組織・機構について
検討

同左 新庁舎に向けての組
織・機構の見直しの
検討

同左

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ３

担当課
№

実施項目

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

37

課課課課、、、、係係係係のののの統合統合統合統合によるによるによるによる業務業務業務業務のののの効率効率効率効率
化化化化のののの推進推進推進推進

課・係の統合による業務の効率化の推進
を図ります。

組織機構検討本部及び検討部会を立ち上げ、組織機構の見直し・総合窓口の業務内容・支所
機能の軽量化などを調査・研究。
【先進地視察の実施】
・東京都福生市、さいたま市役所・・・・・総合窓口について
・新発田市役所・・・・・・・・・・・・・収納課業務について

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

・平成25年度の新庁舎完成に伴う組織機構の検討
・総合窓口の業務について調査、研究
・支所機能（夏まつり、自治会、防犯組合）の軽量化を調査・研究

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

実施内容 実施状況

実施項目 実施内容 実施状況

総務課

５５５５．．．．市役所市役所市役所市役所のののの体質体質体質体質のののの強化強化強化強化・・・・改善改善改善改善

（（（（１１１１））））組織組織組織組織のスリムのスリムのスリムのスリム化化化化、、、、効率化効率化効率化効率化のののの推進推進推進推進

№

20年度 21年度 22年度 23年度
電子決裁化の推進 同左

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ２

№
年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

38

電子決裁化電子決裁化電子決裁化電子決裁化のののの推進推進推進推進
電子決裁することで、文書検索業務等の
文書管理業務の効率化とペーパーレス化
を図ります。

・文書管理システムによる電子決裁の推進
・システム操作説明会を予定したが、システムが変更になるため実施を取りやめた。
・事務決裁規程の決裁区分について、各課アンケート調査を実施。
・機構改革等に対する一部改正

・新システムの再構築のための準備作業の実施
・文書のペーパレス化を推進するため、スキャナーを導入し試験運用を実施。
・決裁区分に関して見直し対象の洗い出し
・改正に向けての関係者協議を実施

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】 総務課



担当課

20年度 21年度 22年度 23年度
可能なものから実施 同左 事務決裁規程の見直し 同左

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ３

39

権限移譲権限移譲権限移譲権限移譲によるによるによるによる組織内組織内組織内組織内のののの分権化分権化分権化分権化
業務や予算について権限を移譲すること
により、事務効率化を図ります。

・平成20年度から平成23年度までの当初予算編成において枠配分方式を実施し、横断的な予
算調整・配分を実現。
・事務決裁規程の決裁区分について、各課アンケート調査
・平成22年度から財務規則を一部改正し、収入の一部の決裁権限を変更（部長専決区分を課
長専決区分へ）。
・機構改革等に対する一部改正

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

・決裁区分に関して見直し対象の洗い出しと財務規則における決裁権限区分の検証を行う。
・改正に向けての関係者協議を実施。

【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

（（（（２２２２））））庁内分権庁内分権庁内分権庁内分権のののの推進推進推進推進

№
実施項目 実施内容 実施状況

年次計画

総務課・
企画財政課

26



27

担当課

20年度 21年度 22年度 23年度
プロジェクトチームの
設置

同左 同左 同左

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ３

担当課

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

・燕ジュニア検定企画プロジェクト23年度に検定問題集に着手し、24年度から、検定試験の
実施予定。
・各課に設置した庁内行政改革推進員の参画による、行政改革後期実施計画の策定。
・職員プロジェクトチームである高齢者福祉の在り方研究会を新たに設置し、高齢福祉サー
ビスについて検討、政策提案を行う。

年次計画

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

実施状況

・各部・課・係において戦略目標を設定し、目標の達成に向けた課員の役割の明確化と、職

（（（（３３３３））））縦割縦割縦割縦割りりりり行政行政行政行政のののの見直見直見直見直しししし

№
実施項目 実施内容 実施状況

40

プロジェクトチームのプロジェクトチームのプロジェクトチームのプロジェクトチームの有効活用有効活用有効活用有効活用

分野横断型の政策課題及び全庁的な行政
課題を解決するため、プロジェクトチー
ムを設置し、迅速に課題解決に取り組み
ます。

・燕はひとつプロジェクトにより４つの政策提案を行い、「つばめっ子かるた作成事業」,
「YOU-GO支援事業」,「夏まつり交流促進事業」,「笑顔を忘れないで普及事業」を事業化
（平成23年度実施）。
・全庁的な行政改革の推進と、多角的な意見を反映させるため、各課に庁内行政改革推進員
を設置。

企画財政課

№
実施項目 実施内容

20年度 21年度 22年度 23年度
・行政課題・戦略
　目標の設定
・実施状況検証

・戦略目標の設定
・実施状況検証
・人事評価制度
　(試行)への活用

・戦略目標の設定
・実施状況検証
・人事評価制度へ
　の活用

同左

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ３

・今までの戦略目標の代わりに23年度重点的に取り組む施策について、各部・局長の「目標
宣言」を作成し、市のホームページに掲載。
・目標宣言の公表により、市民に市政への理解を深めてもらい、開かれた市政運営を目指
す。

41

組織目標組織目標組織目標組織目標のののの設定設定設定設定によるによるによるによる業務管理業務管理業務管理業務管理
のののの徹底徹底徹底徹底

部・課・係の戦略目標を明確にすること
で、所属職員の共通理解を深め、職員一
丸となって政策を実現していきます。

・各部・課・係において戦略目標を設定し、目標の達成に向けた課員の役割の明確化と、職
員全体の業務の遂行や改革への取り組み意欲の向上を図った。(20・21年度)
・施策体系の再構築作業と施策を達成するための指標目標を設定し、職員が目標と使命を共
有でき、組織の活性化・組織力の向上を図った。(22年度)

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】 企画財政課



担当課

20年度 21年度 22年度 23年度
実施 実施 実施 実施

前年度比（実績）
　▲1.4％

前年度比（実績）
▲11.5%

前年度比（実績）
▲9.5% H23財政効果額（見込み） 1,778 （千円） 達成状況評価（見込み） ３

時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当のののの削減削減削減削減

平成23年度も
・ノー残業デーの徹底（毎週木曜日）
・時差勤務制度、週休日の振替制度の活用
・時間外勤務の時間数の多い職員（月25時間以上）の所属長に対して時間外勤務状況調査を
実施
の徹底を図り、削減を図る。
23年度削減目標1,778千円（H22年度時間外勤務手当額59,251千円×3%＝1,778千円）

事務事業の見直し、業務の効率化などを
とおして、対前年比3%の削減に努めま
す。

№
実施項目 実施内容 実施状況

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

・ノー残業デーの徹底（毎週木曜日）
・時差勤務制度、週休日の振替制度の活用
・時間外勤務の時間数の多い職員（月25時間以上）の所属長に対して時間外勤務状況調査を
実施
①20年度：1,038千円（H19時間外手当額－H20同）②21年度：8,530千円（H20時間外手当額－
H21同）
③22年度：6,388千円（H21時間外手当額－H22同）
 ①＋②＋③＝15,956千円　　※特別会計、水道会計含む。選挙･除雪･国体･災害関係手当を
除く。

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】
総務課

（（（（４４４４））））定員定員定員定員、、、、給与給与給与給与のののの適正化適正化適正化適正化

42

担当課

20年度 21年度 22年度 23年度
・人事評価制度導
　入方策等の具体
　的検討
・人事評価結果の
　処遇への反映方
　法等の検討

・人事評価制度の
　試行(管理職)

・人事評価結果の
　処遇への反映方
　法等の検討

・人事評価制度の
　試行(全職員)

・人事評価結果の
　処遇への反映方
　法等の検討

・人事評価制度の
　検証・見直し

・人事評価結果の
　処遇への反映
　(試行)

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ３

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

・全職員を対象に、能力評価と行政評価を実施し、職場研修（OJT）の手法で評価を実施。
・評価結果の処遇への反映は、当面の間実施せずに、人材育成のための人事評価として実施
していく。

職員の人事評価制度を導入し、結果を職
員の処遇に反映します。

年次計画
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・平成21年1月に制定した「人事評価制度実施要項」に基づき、平成21年度は管理職を対象に
試行的に能力評価及び業績評価を実施した。
・平成22年度は、全職員を対象に能力評価を実施した。評価に当たっては中間と期末に面談
を実施した。

人事評価制度人事評価制度人事評価制度人事評価制度のののの導入導入導入導入とととと処遇処遇処遇処遇へのへのへのへの
反映反映反映反映

実施項目 実施内容
№

実施状況

【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

総務課

28



29

担当課

20年度 21年度 22年度 23年度
定員、給与の公表 定員、給与の公表 定員、給与の公表 定員、給与の公表

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ５

担当課

定員、給与などの状況を公表します。

・広報つばめ（12月1日号）及び燕市ホームページで職員の給与、勤務条件について公表（人
事行政の運営等の状況の公表）
・総務省の「地方公共団体給与情報等公表システム」及び燕市ホームページで職員の給与、
定員管理等について公表（給与・定員管理等の公表）

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

・広報つばめ及び燕市ホームページで職員の給与、勤務条件について公表（人事行政の運営
等の状況の公表）
・総務省の「地方公共団体給与情報等公表システム」及び燕市ホームページで職員の給与、
定員管理等について公表（給与・定員管理等の公表）

実施内容 実施状況

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】

年次計画 【Ｈ２０～Ｈ２２までの取組実績】
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定員定員定員定員、、、、給与給与給与給与のののの公表公表公表公表

（（（（５５５５））））職員職員職員職員のののの意識改革意識改革意識改革意識改革

№
実施項目

№
実施項目 実施内容 実施状況

総務課

20年度 21年度 22年度 23年度
燕市職員人材育成基本
方針の見直し及び次期
基本方針の策定

燕市職員人材育成基本
方針の推進

同左

H23財政効果額（見込み） ― （千円） 達成状況評価（見込み） ４

45

人材育成基本方針人材育成基本方針人材育成基本方針人材育成基本方針のののの推進推進推進推進
H18年度策定(H19～21年度)の人材育成基
本方針を見直します。

・平成19年3月に燕市職員人材育成基本方針を策定
・平成22年4月に同基本方針を改訂
・改訂に当たっては、職員人材育成基本方針策定委員会の下部組織であるﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ(庁内
各課職員12名)を設置。合併後の方針策定からの実態を検証し、課題や問題点の洗い出しを
行った。またその進捗状況と現状を踏まえながら、見直し案を検討。庁内ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄを経
て、見直し後の方針を策定した。

【Ｈ２３の取組実績（見込み）】

・燕市職員人材育成基本方針に基づき、職員研修や人材育成を実施していく。

総務課



Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23(見込) 合　計

15 2 3 14 19

16 251 183 92 272 798

17 44 40 15 46 145

19 3 3 4 4 14

24 23 16 7 46

27 18 4 0 22

32 7 7

36 4 2 6

42 1 9 6 2 18

326 269 135 345 1,075

0 278 495 605 1,378

326 547 630 950 2,453

第三セクター

時間外勤務手当の削減

単　年　度　合　計

業務改善運動の推進

定員適正化計画に基づく人件費の削減

遊休土地(未利用地)の売却、貸し付け(売却のみ)

有料広告等の募集

補助金交付の適正化の推進

公の施設の管理形態の見直し(指定管理者制度の活用)

2222,,,,453453453453百万円百万円百万円百万円前期実施計画前期実施計画前期実施計画前期実施計画のののの財政的効果見込額財政的効果見込額財政的効果見込額財政的効果見込額((((累積額累積額累積額累積額))))

過　年　度　合　計

累　　　積　　　額

((((3333))))【【【【財政的効果見込額財政的効果見込額財政的効果見込額財政的効果見込額】】】】

　燕市行政改革大綱前期実施計画の実施により、得られた効果については、主に、住民の利便性の向上など「政策的効

果」を期待して得られたものと歳出削減などの「財政的効果」を期待して得られたものに大別できます。

　このうち、主な財政的効果につては、定員適正化計画に基づく人件費の削減に伴う効果額が約74％を占めている状況

です。その他では、遊休土地の売却や補助金交付適正化の推進に向けた削減があります。このように前期実施計画期間

において財政的効果を期待して得られた成果は、次のとおりです。

№ 実 施 項 目
財 政 的 効 果 額 ( 百 万 円 )

使用料・手数料などの見直し
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